
（別紙１）

山梨県 農地バンク

１－１　借受・転貸面積（単年度）

促進計画
集積計画
(一括方

式)

農地法
3条

賃借 使用貸借 田 畑
（樹園地以外）

畑
（樹園地）

1年未満
1年以上
2年未満

2年以上
3年未満

3年以上
4年未満

4年以上
5年未満

5年以上
6年未満

6年以上
7年未満

7年以上
8年未満

8年以上
9年未満

9年以上
10年未満

10年以上
11年未満

11年以上
12年未満

12年以上
13年未満

13年以上
14年未満

14年以上
15年未満

15年以上
16年未満

16年以上

312 - 312 - 252 59 92 219 - 1 10 14 17 70 73 5 3 1 54 42 3 0 0 6 2 8 

転貸面積（※１） 354 354 - 288 67 115 239 - 4 14 17 24 70 73 7 4 6 56 40 2 1 1 7 14 13 

うち担い手への転貸面積（※１） 234 234 - 196 38 76 158 - 4 10 8 19 51 53 4 3 4 31 21 1 1 0 3 14 7 

112 

※３：登記簿地目ではなく、現況地目で区分し記載してください（１－２でも同様です）。

１－２　累計（当該年度末時点）※１

賃借 使用貸借 田 畑
（樹園地以外）

畑
（樹園地）

1年未満
1年以上
2年未満

2年以上
3年未満

3年以上
4年未満

4年以上
5年未満

5年以上
6年未満

6年以上
7年未満

7年以上
8年未満

8年以上
9年未満

9年以上
10年未満

10年以上
11年未満

11年以上
12年未満

12年以上
13年未満

13年以上
14年未満

14年以上
15年未満

15年以上
16年未満

16年以上

借受面積（①）（※２） 1,767 1,390 377 556 1,203 8 243 209 296 243 158 71 74 92 81 100 23 22 10 24 42 26 52 

1,742 1,368 375 551 1,183 8 242 205 305 241 157 70 74 87 80 96 23 22 10 24 29 26 52 

　 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

うち新規集積面積 953 

25 22 2 

　 7 7 - 

　 1 1 - 

　 1 1 - 

　 - - - 

　 - - - 

　 - - - 

　 - - - 

0.99 

※１：当該年度末までに権利発生したものを記載してください。

※２：借受面積は、当該年度末時点で現に農地中間管理権を取得している全面積、転貸面積は当該年度末時点で現に転貸している全面積とし、当該年度以前に解約・解除した面積は除きます。

※４：新規就農者、新規参入者等へ転貸する目的であらかじめ中間保有している全面積を記載してください。

※５：研修（農地中間管理事業の推進に関する法律第２条第３項第７号）を実施するために確保した面積を記載してください。

※６：当該年度末時点の残期間で区分し記載してください（利用権設定時の存続期間でないことに注意）。

１－３　遊休農地の借受・転貸面積（単年度）

当該年度の借受面積（※１） 7 

4 

※１：遊休農地と判断された農地であって、かつ、借受時点で遊休農地であったものを、当該年度中に機構が借り受けた面積を記載してください。

１－４　遊休農地の借受・転貸面積（当該年度末時点の累計）

借受面積（※１） 21 

- 

※１：遊休農地と判断された農地であって、かつ、当該年度末時点で現に農地中間管理権を取得している面積を記載してください。

うち条件整備中の面積

うち新規就農者等へ転貸するために確保した面積
（※３）

うち研修実施のために確保した面積（※４）

うち当該年度の転貸面積

累計
（ストック）

※２：「農地バンク自ら」には、委託して解消したものを含みます。

累計
（ストック）

転貸率②/①

うち新規就農者等へ転貸するために確保した面積
（※３）

うち機構が管理している面積(③)

権利の種類別

うち担い手への転貸面積

うち遊休農地として借受けた面積（※３）

うち作業委託で管理している面積

うち農地バンクが解消した面積（※２）

※４：農地中間管理権を取得した農地の借受または転貸の期間の区分ごとに面積を記載してください。（年度末の残存期間でないことに注意）。

地目別

うち研修実施のために確保した面積（※４）

うち転貸面積（②）

残期間別（※５）

※３：農地中間管理権を取得する際、遊休農地（農地法第32条第１項各号に該当する農地に限る。以下同じ。）であった面積を記載してください。

合計
（フロー）

事業報告書（様式）

※２：過年度に農地法第３条第１項第１４号の２の届け出又は農用地利用集積計画を公告し、当該年度に権利発生したもの及び過年度に農用地利用集積等促進計画を認可公告し、当該年度に権利発生したものを含みます。

１　借受・転貸状況

借受面積

権利の種類別 地目別（※３）

合計
（フロー）

計画の別

３月末までに権利発生したもの
（※２）

うち新規集積面積（※フロー調査表に記載）

※１：「転貸面積」、「うち担い手への転貸面積」、「うち新規集積面積」には、過年度に農地中間管理権を取得し、当該年度に転貸した面積を含みます。なお、「うち新規集積面積」には、特定農作業受託により既に担い手が農作業を行っていた農地は除きます。

左記の期間（※４）

設定期間別


